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実践研究報告書要旨 
 
生徒の主体的な学びのための学校づくりの在り方に関する一考察 
 
林 幸児（教育経営探究コース：現職教員） 
 
１．研究の目的 
現在の中学校の状況を見ると，学校の主役である生徒が学校づくり（学校生活環境づくり）につい
て意見や要望を表明し，実現に向かわせる場は限られているのではないかという疑問が出てきた。現
任校においても，決められた活動の中で意欲的に活動する生徒も多く見られるが，中にはやらされ感
を抱いて，あるいは決まっているからと何の疑問も抱かずに活動している生徒も少なくないのが現状
で，生徒会活動の話し合いも形式的な場となっている部分が見られる。このように，自分たちが持つ
意見や要望があってもそれを表明する機会や，その能力をトレーニングする機会，つまり主体的に学
ぶ機会が限られていること，あるいは意見や要望を先生達に伝えてもどうせ却下されるというような
あきらめのような雰囲気があることが課題であり，自分たちの学校づくりの当事者としての意識の高
まりもあまり期待できない状況である。 
また，これまでの主権者教育は主に高等学校で政治や選挙の仕組みについて必要な知識を習得させ
る内容が中心となっていた現状がある。しかし，自分が社会の構成員の一員であるという自覚をもた
せるためには，小中学校の段階でも自分たちの意見・要望をまとめ，それを表明し取り上げられたり
実現されたりする場を設定するなど，主権者意識を高める取り組みが必要であると考えた。  
このような状況の中，学校づくりへの生徒参加の実践を行い，効果を上げている事例が数多くある。
浦野（2010）は自身のこれまでの見聞を振り返り，三者協議会（学校・保護者・生徒によるより良い
学校づくりに関する協議会）などの生徒参加の活動に関わっている生徒の変容には実に目覚ましいも
のがあると述べており，学校づくりへの生徒参加のひとつの形態である三者協議会が一定の教育効果
をもつことを指摘している。 
そこで，本研究では，生徒が意見や要望を表明する生徒参加の部会（以下，叶武部会）を立ち上げ，
生徒の主体的な学びのための学校づくりを目指し，中学校段階での生徒の学校づくりへの参加（意見・
要望表明）とその体制づくり，教員・保護者・地域住民の関わり方について探る実践研究を行った。 
２．先行研究 
 主体的な学びのための学校づくりの在り方を探究する上で，生徒参加の学校づくりに関わる文献調
査を行った。 
権利論から見た必要性について，荒牧（1998）は，子ども参加の権利保障は，子どもの権利条約の
中で，12 条の意見表明権を中核として根拠づけられるとし，浦野（2010）は，子どもの権利条約から
すると，こどもの「意見」に教員や大人は十分耳を傾ける法的な責任があり，意見表明権について教
えるだけではなく，意見表明の場を設定し意見を表明できる能力をトレーニングする責任があると指
摘している。さらに，堀尾（1977）は，子どもを単なる未成熟な存在としてとらえるのではなく，「発
達の可能態」としてむしろ未成熟を肯定的に捉える重要性を指摘しており，発達の可能態である生徒
が，将来民主的な国家の形成者となりうるような教育を受ける権利を，生徒参加の学校づくりなどを
通して保障していくことが必要になるといえる。 
教育効果から見た必要性については，生徒が意見・要望を表明し協議する，いわゆる学校協議会の
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影響について平田（2007）は，当事者（生徒・学校・地域・保護者）にエンパワーメントの手段を提
供するとし，個人的エンパワーメントの構成要素として，権利・責任意識，自主・自律意識，より高
い満足感と動機づけ，個人的スキル（論理的思考，説得的表現技法，他者の意見を受け入れつつ自ら
の意見を提示するなど）の発達を挙げ，組織的エンパワーメントとして協力・協働関係の構築，グル
ープ・ワーク・スキルの発達，信頼関係の構築，学校の民主化を挙げている。 
また，平成 27 年に総務省と文部科学省が作成した，高校生向けの主権者教育の補助教材『私たちが
拓く日本の未来』では国家・社会の形成者として求められる力として，「論理的思考力（とりわけ根拠
をもって主張し他者を説得する力）」「現実社会の諸課題について多面的・多角的に考察し，公正に判
断する力」「現実社会の諸課題を見出し，協働的に追究し解決（合意形成・意思決定）する力」「公共
的な事柄に自ら参画しようとする意欲や態度」を挙げており，先に述べた教育効果と重なる部分が多
くうかがえ，生徒参加の学校づくりの取り組みが主権者教育の一形態となりうることが分かる。  
さまざまな形の生徒参加の実践が進む中，「子ども参加支援」モデルとして，ハート（2000）の「子
どもたちの参画のはしご」がしばしば活用されてきたが，おとなの関わり方として重要なのは，どん
な子どもも自分の力量で望める最高レベルでの参画が選べるように，機会を最大限に与えられるよう
な環境をつくることであるとしている。また平田は，学校協議会に見られるような学校，家庭，コミ
ュニティ間のパートナーシップは，生徒の学習に貢献するものと考えられるとし，生徒自身の成功を
生み出すように生徒を導き，元気づけ，動機づけるようにデザインされる必要があるとしている。
（Epstein，1995；平田，2007） 
しかし，浦野(2010)は，三者協議会など開かれた学校づくりを進めるにあたり，何を言い出される
かわからないといった「恐怖心」の他，「警戒心」「多忙化」により教員の反応が微妙であることが多
いとし，これらを克服するために同僚性の構築の必要性を挙げている。一方で，学校を開くことによ
って同僚性も高まるという相乗効果も出てくるとしており，平田(2007)も，いわゆる学校協議会を通
しての教師の学校意思決定への参加が，真の意味での同僚性を教師間に生み出すためのひとつの戦略
となるとしている。 
３．研究の概要 
（１）叶武部会の体制づくり 
昨年度から校長と協議を重ね，学校運営協議会の傘下にあり，学校支援に参画する「武中のちから
実行委員会」内に生徒参加の部会である叶武部会を設置し，より良い学校づくりについて学校・地域・
保護者代表の前で生徒が意見・要望を表明する体制づくりを進めていくことが決定し，職員会議や学
校運営協議会等で提案し了承を得た。叶武部会出席者につ
いては，校長と協議の結果，地域代表 4 名（武中のちから
実行委員），保護者代表 4 名（PTA 正副会長），学校代表 3
名（校長，副校長，主幹教諭）とした。生徒代表について
は，生徒会長，副会長 2 名，2 年代表 2 名，1 年代表 2 名の
計 7 名とし，1・2 年の学年代表についてはそれぞれの学年
の教員の推薦で決定した。生徒が叶武部会に向けて事前に
学級討議で意見・要望を出し合い，その意見・要望を生徒
会本部が学級代表者会議で吸い上げ，生徒会本部と部会参
加者で再度意見集約を行うという流れ（図）を生徒会本部
や生徒会担当教員と打ち合わせを行い作成した。全校生徒
図  意見集約の流れ 
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が関わるということを念頭に置き，まずは学級討議の中で，個人でより良い学校づくりについての意
見・要望を考えワークシートに記入するところからスタートさせた。生徒会担当職員と共通理解を図
り，生徒にできることは生徒に任せるという姿勢で活動の支援を行っていった。事前に，学年生徒会
担当職員から各担任に学級討議についての説明をしてもらい，話し合いも生徒主体で進めてもらうよ
うに依頼した。部会で表明する項目（① 学校生活や規則に関すること，② 学習や進路に関すること，
③ 生徒会活動，部活動，学校行事等に関すること，④ 学校の施設や設備に関すること，⑤ 地域とと
もにある学校づくりにかかわること，⑥ その他，より良い学校づくりにかかわること）を提示するこ
とで，考えをまとめやすいように配慮した。 
（２）第１回叶武部会 
第 1 回の叶武部会では，生徒代表は 3 つの内容（①文化学習発表会を開いてほしい，②地域の人や
武雄に住む外国の人との交流の機会を作ってほしい，③グランド設備を改善してほしい）を中心に意
見・要望表明を行い，その他の意見として少数意見を数多く取り上げて発表した。これらの中で特に
話し合いに時間が割かれた内容は①の文化学習発表会であった。学校側は授業時間の確保から行事を
精選してきた経緯等を校長が述べ，大規模校でもあり実施は難しいという見解を示した。しかし，地
域や保護者からは全体的に生徒を支援する声が多く，学校側の発言が出た状況の中でも開催できるよ
うな具体案を考えて第 2 回の部会で提案してほしいという要望が出され，生徒がこれを受け入れた。 
第 1 回の叶武部会で，地域の人や武雄に住む外国の人との交流の機会を作ってほしいと提案したこ
とが契機となり，地域の外国の人との交流（学校内での韓国語講座の開催）が実現することとなった。
また，自転車の駐輪場所の変更，昼休みの学習室の設置などは，学校側から「担当の先生と相談して
みたらすぐにできるのでは」という発言があり，その後，生徒が担当の先生に直接交渉し，実現に向
かった。また，叶武部会の中で代表生徒たちは自身で考え判断し，取り下げた意見や要望もいくつか
あった。 
（３）第２回叶武部会 
第 1 回の叶武部会終了後，第 2 回の叶武部会に向けて，前回と同様に，学級討議，学級代表者会議，
生徒会本部と部会参加者での意見集約という流れを経て，計画案を完成させた。生徒会本部が作成し
た文化学習発表会の計画案は，具体的なものになってはいたが，第 1 回の部会で学校・地域・保護者
から出た意見を基に，だいぶ妥協した内容のものを提示していた。その内容は，11 月の土曜開校日の
午前中に開催し，まず，前半部分で学校側が実施したいと希望していた総合的な学習の時間の各学年
のまとめの発表を行い，後半部分では，地域や保護者の協力を得て学校内の教室等を使ってブースを
設置したり，生徒の意見を取り上げた内容のブースを設置したりして，生徒が見学したり体験したり
するというものであった。地域・保護者からは，何のために文化学習発表会をやるのかという目的や
思いが伝わってこないということや，地域や保護者ではなくもっと生徒主体の活動にするべきではと
いった質問や意見などが出された。計画案は内容に関しては来年度実施に向けた取り組みであるため，
1・2 年生の意見を求める声も上がり，一方では，自分たちは参加できない 3 年生が真剣に考えて案を
まとめ受け答えをしている姿を称賛する声も聞こえた。今後，旧生徒会役員から新生徒会役員へとさ
まざまな事柄が引継がれるが，叶武部会で話し合われた文化学習発表会についての協議も，来年度の
生徒（生徒会本部）へと引き継がれることとなった。 
４．研究の考察，成果と課題 
（１）生徒参加と生徒の意見表明権など参加への権利への理解 
 校長や教員は，学校づくりへの生徒参加や生徒の意見表明権などについて日頃はさほど意識はして
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いないが，叶武部会での取り組みを念頭に置きながら生徒たちの自発的・自主的な活動が促進される
と捉えていることが分かった。生徒の意見を子どもだからといって切り捨てるのではなく，認めてい
くことの必要性について述べる教員もいた。また，3 年後の選挙権取得に向けて，あるいは将来的な
ことを考え，生徒の様々な能力をトレーニングする機会を，中学校の段階でも設けることの必要性に
ついて述べる保護者もいるという現状であり，叶武部会を肯定的に捉えている様子であった。  
（２）生徒参加の学校づくりの教育効果 
 先行研究が示すような教育効果を，叶武部会の取り組みの中でうかがうことができた。生徒代表と
しての発言や，自分たちで意見を取り下げ自分たちでできることは自分たちでしようとする行動から
は責任意識や自主・自律意識を見ることができた。また，叶武部会に向けた学級討議や代表生徒によ
る発表準備や部会での応答の様子から，コミュニケーション能力の育成の場となったことが言える。
全校生徒のワークシートにも目を通した意見集約の過程では協力・協働関係の構築を，また，自分た
ちの意見や要望が実現したことでより高い満足感を得て次の活動への動機付けにもなったことが，代
表生徒や一般生徒の「意見を出してみようかなという気持ちになった」といった発言からうかがうこ
とができた。生徒会本部役員の中には，「1 年間生徒会活動を通して，一番自分たちが学校を動かせて
いるなと実感したのが叶武部会でした。」と達成感を表す生徒もいた。しかし，代表生徒から一般生徒
へのフィードバックが弱かったために，一般生徒の責任意識や自主・自律意識の向上にはつながらな
かった部分もあった。部会での詳しいやりとりの様子を伝えることにより，全体の教育効果も上がっ
てくるのではと考えられる。 
（３）生徒参加の学校づくりの主権者教育としての機能 
叶武部会の取り組みは，生徒が学校内の身近な課題について自分達で考え，主体的に発言し，決定
に参画していくという学校民主主義の実践であった。その中で，先に述べた教育効果が見られたほか，
学級討議や叶武部会での話し合いでは，学校・地域・保護者を納得させるための論理的思考力や，地
域や保護者の様々な意見を聞くことで多面的・多角的に考え公正に判断する力など，主権者（国家社
会の形成者）として求められる力を育成する場となっていた。また，自分たちの意見や要望が実現し
たり，聞いてもらえるという期待感をもったりする中で，学校づくりの一員としての意識が芽生えた
生徒もいた。また，保護者代表からも「各クラスで多分いろんな話し合いをしたものを持ち寄って，
代表の子たちがまたその中で話し合いをして，これって本当に社会の組織がそうだと思うんですけど，
それをちゃんと学校の中の，学校という社会の中でできるってすごいなと思います。」といった感想を
聞くことができた。また，地域代表からは「学校に対して，地域に対して意見・要望を伝えることが
できたということは，すでに社会の形成者になっている。」という意見も出された。これらのことから，
今回の取り組みが，主権者教育の一形態となったということが言える。 
（４）生徒参加の学校づくりへの，教師，保護者・地域住民の関わり 
本研究では，これまでのような生徒と教員間での二者でのやりとりとは違い，四者，つまり保護者・
地域住民も学校づくりについての話し合いに参加する仕組みを取った。地域や保護者の代表は中学生
という発達段階を考慮しながら，「この場は生徒・学校・地域・保護者は対等の立場」といた発言で生
徒の発言を促したり，自らの経験談や地域ネットワーク，大人の発想や意見の組み立て方などを紹介
したり，地域や保護者が学校と生徒間の緩衝材のような働きを見せたり，これまでは PTA の OB・OG
に遠慮して発言が少なかった保護者が生徒を目の前にして活発に意見を出したりする姿が見られ，大
人が生徒自身の成功を生み出すように生徒を導き，元気づけ，動機づけるようにデザインされていっ
た。また，四者の意見が同時にそれも直に聞けたことで相互理解が深り，「何かあったらいつでも相談
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してください」といったつながりもでき，その場だけの単発的な話し合いではなく議題を共有する継
続的な話し合いの場を創出することができた。 
叶武部会の取り組みにおいて，教員は主に学級討議の支援という形で生徒の活動を支えた。職員会
議で活動内容等について説明していたこともあり，「学級討議も生徒主体でいいんですよね。」と問い
かける教員もいたが，生徒会担当職員が「先生方の意識の差は正直あったのかなと思います。」と発言
したように，生徒支援の程度にばらつきがあり，共通理解を十分に図ることができなかったことが課
題として挙げられる。今後，叶武部会で取り上げられた内容によっては，職員で協議を行うことが予
想されるが，生徒が活動する前の段階での説明の徹底や，叶武部会だけではなく学級代表者会や生徒
会本部での意見集約の内容のフィードバックを随時行い，教員の参加意識を高めていくことが必要で
ある。 
５．今後の展望 
本研究では，生徒が意見や要望を表明する場を学校支援に参画する「武中のちから実行委員会」の
中のひとつの部会として立ち上げた。「武中のちから実行委員会」は年に 2 回会議が行われているが，
叶武部会にも参加した委員会のメンバーから，実行委員会の活動に関して「途中でこんなこと感じて
いるからとか，追加とか言いにくい。」といった現状や，「自分たちがどう関わっていけばいいのだろ
うというところが見えないところがあった。」という意見が出された。しかし，2 回の委員会の間に叶
武部会を開くことで，情報交換や生徒の思いや現状を把握することが可能になり，それらを踏まえた
学校支援活動へとつながってくものと思われ，その意味で，「武中のちから実行委員会」や学校運営協
議会の活性化につながっていくことも考えられる。このことから，それぞれの学校に地域や保護者が
参加する様々な組織があると思うが，その組織の状況に応じた生徒参加を進めることで，その組織あ
るいは学校の活性化につながる可能性があるのではないかと考えた。 
 また，叶武部会では地域や保護者からの意見・要望表明の場も設定した。今年度の部会では，地域
代表から生徒と連携した取り組みの提案が行われたり，学校課題について生徒に意見を求めたりする
場面も見られた。今後，地域づくりや地域課題についての内容などが取り上げられる可能性もあり，
生徒が学校だけではなく社会の一員としての意識を向上させる機会になると考えられる。 
 今後も，生徒参加を通した，主体的な学びのための学校づくりの在り方について，実践を進めなが
ら探究していきたいと思う。 
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